
課コード: 040300 課名称: 保健福祉部福祉課令和1年度業務棚卸表

フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

040300-004

障がい者福祉展開催事業

障がい福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

出来るだけ多くの市民に、障がい者の活動状況について理解を深め
てもらうために開催するものである。障がい者施設や福祉作業所、ボ
ランティア団体等の日頃の活動成果を発表する場の提供を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 2,161

平成3年度

障がい者福祉展開催事業

身体・知的・精神障
がい者、一般市民

 福祉展単独開催開催日：令和元年９月
 29日会場：北上市総合福祉センターお

よびサンレック北上来場者数：444人

 福祉展単独開催開催日：平成30年９月
 30日会場：北上市総合福祉センターお

 よびサンレック北上来場者数：332人

 福祉展単独開催開催日：平成29年10月
 22日会場：北上市総合福祉センターお

 よびサンレック北上来場者数：350人

 北上ご当地グルメフェスタと同時開催開
催日：平成28年９月24日（土）、25日

 （日）来場者数48,000人（グルメフェスタ
実行委員会発表）

040300-004-01

040300-009

更生医療給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

身体の障がいを除去し、又は軽減して職業能力を増進し日常生活を
容易にする。更生するための医療を給付する

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 22,968

更生医療給付事業

身体障がい者 給付実人数48人（入院７人、入院外46
人）支給認定件数67件

給付実人数（仮）57人（入院７人、入院
外50人）支給認定件数（仮）60件

給付実人数54人（入院4人、入院外50
 人）支給認定件数64件

給付実人数52人（入院4人、入院外48
 人）支給認定件数68件

040300-009-01

040300-010

身体障がい者等補装具費
支給事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

補装具の交付により、身体障害者の職業その他日常生活の能率の
向上を図る。身体障害者の職業、その他日常生活の能率の向上を図
るため、補装具購入費を支給する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 18,297

身体障がい者等補装具費
支給事業

身体障がい者、心
身障がい児

 補装具給付数年間：77件修理件数年
 間：78件巡回相談：年２回

 補装具給付数年間：89件修理件数年
 間：80件巡回相談：年２回

 補装具給付数年間：101件修理件数年
 間：75件巡回相談：年２回

 補装具給付数年間：101件修理件数年
 間：78件巡回相談：年２回

040300-010-01

040300-011

障がい者日常生活用具購
入費助成事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

障がい者等の日常生活の便宜を図り福祉の増進に資する。障がい
者等が日常生活を送る上で必要な用具を購入（または住宅改修）す
る際に、その費用の一部を助成する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市障害者等日常生
活用具購入費等助成
事業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 24,451

平成13年度

障がい者日常生活用具購
入費助成事業

身体障がい者、心
身障がい児等

助成件数　1,870件 助成件数　1,886件 助成件数　1,785件 助成件数　1,790件040300-011-01

040300-012

難聴児補聴器購入費助成
事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

児童の発達において、聞こえの確保は、言語の獲得やコミュニケー
ション力向上に必要不可欠なことから、身体障害者手帳交付対象と
ならない軽度・中等度の難聴児に対して補聴器の購入費の一部を助
成することにより、発達を支援しようとするもの。１台あたり基準価格
の範囲内で、補聴器購入価格の３分の２を助成する。

一般 法令に特に定めのないもの

岩手県難聴児補聴器
購入助成事業、北上市
難聴児補聴器購入費
助成事業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 1,839

平成26年度

難聴児補聴器購入費助成
事業

身体障害者手帳の
交付対象とならな
い難聴児（18歳未
満）

助成件数２件（決定台数４件） 助成件数４件（決定台数５件） 助成件数２件（決定台数３件） 助成件数２件（決定台数４件）040300-012-01

040300-013

身体障がい者健康診査事
業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

常時車いすを利用する身体障がい者の褥そう、変形及び膀胱機能障
害等の発生を予防する。常時車いすを使用する身体障がい者に、指
定医療機関において健康診断を行う。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市身体障害者健
康診査事業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 1,821

平成8年度

2021年1月4日 1/16 ページ



フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

身体障がい者健康診査事
業

車いす使用の身体
障がい者

 車いす使用の身体障がい者数118人申
し込み者19人　受診者数　17人

 車いす使用の身体障がい者数111人受
診予定者数　21人

 車いす使用の身体障害者数97人受診
者数　23人

 車いす使用の身体障害者数77人受診
者数　15人

040300-013-01

040300-014

小児慢性特定疾患児日常
生活用具給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

小児期における小児がん、慢性腎炎等の特定の疾患の治療は、長
期間にわたり、かつ医療費も高額なことから、特殊寝台等の日常生
活用具の購入費の一部を助成することにより、日常生活の便宜を図
ろうとするもの。対象品目：便器、特殊マット、特殊寝台などの18品
目、公費負担額：対象者の世帯の市民税または所得税の課税額の
区分による負担額を対象品目ごとの基準額から差し引いた額。

一般 法令に特に定めのないもの

小児慢性特定疾患児
日常生活用具給付事
業の実施について
（H17年2月21日雇児発
第0221002号）、北上市
小児慢性特定疾病児
童日常生活用具購入
費助成事業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 305

平成26年度

小児慢性特定疾患児日常
生活用具給付事業

小児慢性特定疾患
児（児童福祉法、
障害者総合支援法
等他の施策の対象
となる者を除く。）

申請件数　０件 申請件数　２件 申請件数0件 申請件数0件040300-014-01

040300-018

知的障がい者職親利用支
援事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

知的障がい者に理解のある職親のもとで、仕事をしながら生活・職業
訓練を行うことを委託し、知的障がい者の自立更生を図る。事業経営
を行い、知的障がい者の更生援護に熱意のある人が職親となり、日
常生活の訓練等を行う。

一般 法令の実施義務（自治事務）

知的障害者福祉法、障
害者総合支援法

北上市障がい者プラ
ン’15

知的障がい者職親利用支
援事業

知的障がい者 職親登録者０人　職親利用者０人 職親登録者０人　職親利用者０人 職親登録者０人　職親利用者０人  職親登録者　０人職親利用者　０人040300-018-01

040300-021

福祉タクシー助成事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

公共交通機関を利用することが困難な重度障害者にタクシー料金の
一部を助成して社会参加の促進と福祉の増進に寄与する。重度障害
者等にタクシー券を交付し、利用したタクシー料金の一部を助成す
る。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市福祉タクシー事
業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 4,606

北上市福祉タクシー事業

重度障がい者 福祉タクシー助成券給付者数407人 福祉タクシー助成券給付者数420人 福祉タクシー助成券給付者数485人 福祉タクシー助成券給付者数477人040300-021-01

040300-023

特別障がい者手当等給付
事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

受給者の福祉の増進を図る。在宅の重度障がい者(児)に手当を支給
する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

特別児童扶養手当等
の支給に関する法律 50,388

特別障がい者手当等給付
事業

重度障がい者（児）  ・特別障害者手当対象延人数1,439人・
 障害児福祉手当対象延人数590人・福

祉手当対象延人数12人

 ・特別障害者手当対象延人数1,458人・
 障害児福祉手当対象延人数641人・福

祉手当対象延人数12人

 ・特別障害者手当対象延人数1,476人・
 障害児福祉手当対象延人数605人・福

祉手当対象延人数12人

 ・特別障害者手当対象延人数1,393人・
 障害児福祉手当対象延人数571人・福

祉手当対象延人数12人

040300-023-01

040300-024

在宅重度障がい者家族介
護慰労手当給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

在宅の重度障がい者と同居し、常時介護に従事している者の負担の
軽減及び福祉の向上を図る。在宅の重度障がい者と同居し、常時介
護に従事している者に手当を支給する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市在宅重度障害
者家族介護慰労手当
支給要綱

北上市障がい者プラ
ン’15

平成13年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

在宅重度障がい者家族介
護慰労手当給付事業

在宅重度障がい者
の介護者

給付対象延人数０人・月 給付対象延人数０人・月 給付対象延人数７人・月 給付対象延人数12人・月040300-024-01

040300-025

ろうあ者等相談員設置事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

特に聴覚障害者等とのコミュニケーションの円滑化を図ることによっ
て、福祉の増進を図る。聴覚障害者等身体障害者の相談業務や通
訳等を行う相談員を設置する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市ろうあ者等相談員
設置規則

北上市障がい者プラ
ン’15 2,467

ろうあ者等相談員設置事
業

身体障がい者（主
に聴覚障がい者）

 相談・通訳件数：820件手帳交付等：636
件

 相談・通訳件数：1,114件（2月末まで）手
帳交付等：600件（2月末まで）

 相談・通訳件数：979件手帳交付等：719
件

 相談・通訳件数：940件手帳交付等：750
件

040300-025-01

040300-026

視聴覚障がい者支援事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

意思疎通支援者を派遣することにより、聴覚障害者等の社会参加を
促進する。また声の広報等を発行することにより視覚障害者の社会
参加を促進する。手話奉仕員養成講座を実施し、手話奉仕員の養成

 を行うとともに、奉仕員を聴覚障害者に対し派遣する。声の広報・点
字広報等を作成し視覚障害者に送付する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市意思疎通支援事
業実施要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 3,111

視聴覚障がい者支援事業

視聴覚障がい者、
手話奉仕員の講習
を希望する者

・意思疎通支援員派遣件数271件（支援
 者登録者数18名、利用実人数27名）・手

話奉仕員養成講座（入門課程）：30回開
 催（受講者29名、修了者27名）・声の広

 報発行：対象者18名、3施設・点字広報
発行：対象者２名

（仮）・意思疎通支援員派遣件数235件
（支援者登録者数16名、利用実人数26

 名）・手話奉仕員養成講座（基礎課程）：
 30回開催（受講者14名、修了者13名）

（仮）・声の広報発行：対象者22名、3施
 設（仮）・点字広報発行：対象者1名

・意思疎通支援員派遣件数233件（支援
 者登録者数15名、利用実人数25名）・手

話奉仕員養成講座（入門課程）：30回開
 催（受講者23名、修了者15名）・声の広

 報発行：対象者22名、3施設・点字広報
発行：対象者1名

・意思疎通支援員派遣件数282件（支援
 者登録者数15名、利用実人数27名）・手

話奉仕員養成講座（基礎課程）：30回開
 催（受講者20名、修了者16名）・声の広

 報発行：対象者22名、3施設・点字広報
発行：対象者3名

040300-026-01

040300-027

身体障がい者用自動車免
許取得・改造費等助成事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者の社会参加の機会を増やすとともに介護者の負担軽減を図
る。身体障がい者が自ら所有し運転しようとする車を改造し、または
重度の身体障がい者（児）の介護者が所有し、移動のため使用する
自動車を改造若しくは車の改造及び改造車の購入時に助成金を給
付する。また、運転免許取得時に、その費用の一部に助成金を給付
する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、北
上市身体障害者自動
車改造費等助成事業
実施要綱、北上市身体
障害者自動車運転免
許取得助成事業実施
要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 1,316

平成14年度

身体障がい者自動車免許
取得・改造費等助成事業

重度身体障がい者
及び介護者

自動車運転免許取得助成金交付件数１
件自動車改造助成金交付件数３件

自動車改造助成金交付件数１件 自動車運転免許取得助成金交付件数１
 件自動車改造助成金交付件数３件

自動車免許取得助成金交付対象件数
 　１件自動車改造助成金交付対象件数

　４件

040300-027-01

040300-028

スポーツ・レクリエーション教
室開催等事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者の運動不足の解消と社会参加を促進することにより、福祉
の増進を図る。スポーツ教室、ふれあいスポーツ大会を開催する。県
障害者スポーツ大会の参加を支援する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 1,703

平成10年度

スポーツ・レクリエーション
教室開催等事業

身体、知的、精神
障がい者

障がい者スポーツ大会　104人ふれあい
スポーツ大会　364人　スポーツ教室　未
実施

 障がい者スポーツ大会　99人ふれあい
 スポーツ大会　406人スポーツ教室　未

実施

 障がい者スポーツ大会114人ふれあいス
 ポーツ大会402人スポーツ教室42人

 障がい者スポーツ大会　81人ふれあい
 スポーツ大会　292人※例年開催してい

るスポーツ教室は国体日程と重なるため
開催せず。

040300-028-01

040300-033

北上市手をつなぐ育成会運
営費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

北上市に居住する知的障がい者（児)に社会参加の場を提供しその
自立促進と健全な育成を目指すことを目的としている「北上市手をつ
なぐ育成会」の運営を円滑に行い、知的障がい者福祉の増進を図る
ため、同団体の事業や運営費の一部に対して補助金を交付する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 292

北上市手をつなぐ育成会
運営費補助金

北上市手をつなぐ
育成会

 会員数：会員100人野外活動、県大会、
研修会参加等

 会員数：会員112人スポーツ大会、県大
会、研修会参加等

 会員数：会員119人スポーツ大会、県大
会、研修会参加等

 会員数：会員121人野外活動、県大会、
研修会参加等

040300-033-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

040300-034

北上市身体障害者福祉協
会運営費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

北上市に居住する身体障がい者の相互の親睦と生活の向上を目的
とする「北上市身体障害者福祉協会」の運営を円滑に行い、身体障
がい者の福祉の増進を図るため、スポーツ・レクリエーション、文化活
動、障害者理解の啓発活動など同団体の事業や運営費の一部に対
し補助金を交付する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 331

北上市身体障害者福祉協
会運営費補助金

北上市身体障害者
福祉協会

  会員数：正会員144人スポーツ大会参
加、施設研修、交流会、各種講座開催
等

 会員数：正会員167人スポーツ大会参
加、施設研修、交流会、各種講座開催
等

 会員数：正会員180人スポーツ大会参
加、施設研修、交流会、各種講座開催
等

 会員数：正会員217人、賛助会員5人ス
ポーツ大会参加、施設研修、交流会、
各種講座開催等

040300-034-01

040300-036

北和会運営費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

北上市に居住する精神障がい者とその家族に相互理解と学習の場
を提供し、その社会参加の促進と障がいに対する偏見や差別の解消
を目的とする「北和会」の運営を円滑に行い、精神障がい者の福祉の
増進を図るため、同団体の事業や運営費の一部に対し補助金を交付
する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 115

北和会運営費補助金

北上地区精神障害
者家族会「北和会」

  会員数：30人研修・大会参加等学習活
動、家族相談会の実施

 会員数：30人研修・大会参加等学習活
動、家族相談会の実施

 会員数：31人研修・大会参加等学習活
動、家族相談会の実施

 会員数：30人研修・大会参加等学習活
動、家族相談会の実施

040300-036-01

040300-037

児童発達支援センター事業
費補助金

障がい福祉係01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

障害者自立支援法の施行に伴い保護者負担額が急激に増えたこと
から、重度知的障害児等の通園に係る保護者負担を軽減し、早期療
育により将来の自立に向けた訓練等を行うため、給食費について保
育園や小学校程度に軽減するものとし、軽減した額と同額を施設に
補助金交付する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 376

平成19年度

児童発達支援センター事
業費補助金

イーハトーブ養育
センター（花巻市社
会福祉協議会）

  通園利用者数：20人食数：2,096食  通園利用者数：20人食数：2,088食  通園利用者数：21人食数：1,671食  通園利用者数：15人食数：1,164食040300-037-01

040300-039

障がい者相談支援事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

障害者等が自立した日常生活又は社会生活を送る。障害者等からの
相談に応じ、必要な情報の提供及び助言などを行うとともに、虐待の
防止及び早期発見のための関係機関との連絡調整等、障害者等の
権利の擁護のために必要な援助を行う。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、児
童福祉法、障害者虐待
防止法、障害者差別解
消法

北上市障がい者プラ
ン’15 39,084

平成12年度

障がい者相談支援事業

身体・知的・精神障
がい者及び介護者
等

・自立支援センター北上：相談支援件数
　647件・萩の江：相談支援件数1,349・
相談支援センターさくら：相談支援件数

 　1,783件・サポートにじ：相談支援件数
 307件・職員による相談支援件数：2,015

件

・自立支援センター北上：相談支援件数
 　1,002件（仮）・萩の江：相談支援件数

 1,299（仮）・相談支援センターさくら：相
 談支援件数　2,570件（仮）・サポートに

 じ：相談支援件数372件（仮）・職員によ
る相談支援件数：1,654件（仮）

・自立支援センター北上：相談支援件数
 　1,002件・萩の江：相談支援件数

 1,299・相談支援センターさくら：相談支
 援件数　2,570件・サポートにじ：相談支

 援件数372件・職員による相談支援件
 数：1,654件【福祉行政報告例より】

・自立支援センター北上：相談支援件数
 　1,155件・萩の江：相談支援件数1,011

 件・相談支援センターさくら：相談支援
 件数　2,444件・サポートにじ：相談支援

 件数246件・職員による相談支援件数：
1,499件

040300-039-01

040300-040

育成医療給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

身体上の障害を有する児童、又は現存する疾患を放置すると将来障
害を残すおそれがある児童に対し、必要な医療の給付を行うことによ
り、健全に成長することを支援する。障がい児に係る医療の現物支
給、原則として医療費の１割負担

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 2,661

平成25年度

育成医療給付事業

身体障がい児等 給付実人数16人（入院９人、入院外７
人）支給認定件数15人

給付実人数（仮）27人（入院18人、入院
外9人）支給認定件数（仮）27人

給付実人数22人（入院12人、入院外11
 人）支給認定件数21件

給付実人数29人(入院13人、入院外16
 人)支給認定数26件　　

040300-040-01

040300-055

あすなろ療育園協力会負担
金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

独立行政法人国立病院機構岩手病院内にある重度心身障害児・者
病棟の入所者の家族及び近親者等の宿泊及び施設への奉仕者の
休息場所を提供するため、宿泊休息施設の運営費の一部を構成市
町村で負担する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 162

昭和45年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

あすなろ療育園協力会負
担金

岩手病院あすなろ
療育園協力会

宿泊者数　340人 宿泊者数　265人 宿泊者数　329人 宿泊者数　292人040300-055-01

040300-056

わかば病棟いこいの家運営
負担金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

独立行政法人国立病院機構花巻病院わかば病棟の施設入所者の
家族、近親者等の宿泊及び施設への奉仕者の休憩の場所を提供す
るため、わかば病棟併設宿泊施設いこいの家の運営費の一部を構
成市町村が負担する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 166

平成18年度

わかば病棟いこいの家運
営負担金

花巻病院わかば病
棟いこいの家協力
会

 宿泊利用者　70人、休憩等利用者　26
人

宿泊利用者　120人、休憩等利用者23
人

 宿泊利用者　110人休憩等利用者　30
人

 宿泊利用者　41人休憩等利用者　15人040300-056-01

040300-063

身体障がい者手帳、療育手
帳交付申請事務

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

手帳申請にあたって利便性を図る。身体障害者手帳、療育手帳に係
る申請受付、進達、交付事務

一般 法定受託事務

身体障害者福祉法、岩
手県知的障害者療育
手帳交付規則

4,263

身体障害者手帳、療育手
帳交付申請事務

身体障がい者、知
的障がい者

  【身障手帳】○新規交付件数：193件○
 再交付件数：96件○死亡等返還数：93

     件【療育手帳】○新規交付件数：32件○
 再交付件数：37件○死亡・転出等移動

件数：94件

  【療育手帳】○新規交付数：21件○再交
 付件数：35件○死亡、転出等異動件数：

   45件【身障手帳】〇新規交付件数：194
  件〇再交付件数：105件〇死亡等返還

数：159件

  【身障手帳】○新規交付件数：211件○
 再交付件数：127件○死亡等返還数：

    155件【療育手帳】○新規交付件数：21
  件○再交付件数：29件○死亡・転出等

移動件数：43件

  【身障手帳】○新規交付件数：185件○
 再交付件数：97件○死亡等返還数：147

   件【療育手帳】○新規交付件数：24件○
 再交付件数：30件○死亡・転出等移動

数：31件

040300-063-01

040300-064

障害者に係る割引、免除、
減免申請等の証明

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者福祉の向上を図るため、高速道路料金及びＮＨＫ受信料の
割引・免除等の対象者であることの証明を行う。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 76

障害者に係る割引、免除、
減免申請等の証明

身体・知的・精神障
がい者

 ・高速道路割引証明　463件・NHK放送
受信料免除証明　123件

 ・高速道路割引証明　447件・NHK放送
受信料免除証明　93件

 ・高速道路割引証明　444件・NHK放送
受信料免除証明　117件

 ・高速道路割引証明　441件・NHK放送
受信料免除証明　131件

040300-064-01

040300-065

身体・知的障がい者相談員
業務

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

地域で身体障害者や知的障害者または家族の相談に応じ、障害者
の福祉の増進に資する。身体障害者相談員（10人）及び知的障害者
相談員（4人）が、身近な地域で障害者本人や家族から相談を受け
る。

一般 法令の実施義務（自治事務）

身体障害者福祉法12-
3、知的障害者福祉法
15-2

北上市障がい者プラ
ン’15 964

障がい者相談員業務

身体障がい者、知
的障がい者

・身体障害者相談員相談延べ件数
 　1,318件・知的障害者相談員相談延べ

件数　４件

・身体障害者相談員相談延べ件数
 　1026件・知的障害者相談員相談延べ

件数　11件

・身体障害者相談員相談延べ件数　446
 件・知的障害者相談員相談延べ件数　9

件

・身体障害者相談員相談延べ件数　138
 件・知的障害者相談員相談延べ件数

　29件

040300-065-01

040300-066

身体障がい者等訪問入浴
サービス事業費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

居宅での入浴が困難な身体障がい者等の身体の清潔の保持、心身
機能の維持等を図る。市内のデイサービスセンターの入浴車により
居宅を訪問して入浴の介助を行う場合に要する経費に対し、補助金
を交付する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、北
上市身体障害者等訪
問入浴サービス事業費
補助金交付要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 7,480

平成18年度

身体障がい者等訪問入浴
サービス事業費補助金

身体障がい者等   利用者数：５人延べ利用回数：421回   利用者数：５人延べ利用回数：430回  利用者数：６人延べ利用回数：377回  利用者５人延べ利用回数：408回040300-066-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

040300-068

在宅酸素療法患者酸素濃
縮器使用助成事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

呼吸器機能障がい者の健康維持を図る。在宅酸素療法を行っている
者が使用している酸素濃縮器の電気料の一部を助成する。

一般 法令に特に定めのないもの

岩手県在宅酸素療法
患者酸素濃縮器使用
助成事業補助金交付
要綱、北上市在宅酸素
療法患者酸素濃縮器
使用助成事業実施要
綱

北上市障がい者プラ
ン’15 2,242

平成18年度

在宅酸素療法患者酸素濃
縮器使用助成事業

在宅酸素療法を
行っている者（重度
を除く）

対象者36人 対象者37人 対象者34人 対象者34人040300-068-01

040300-069

障がい者介護給付費等事
業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

障がい者及び障がい児がその有する能力及び適性に応じ、自立した
日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障がい福祉
サービスを受ける支援を行い、福祉の増進を図る。介護給付費、特
例介護給付費、訓練等給付費、特例訓練等給付費、サービス利用計
画作成費、高額障害福祉サービス費、特定障害者特別給付費、特例
特定障害者特別給付費の支給

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、児
童福祉法

北上市障がい者プラ
ン’15 1,669,137

平成18年度

障がい者介護給付費等事
業

障がい者及び障が
い児

 【利用者延べ人数】○訪問系サービス
 　1,500人○入・通所系サービス　9,247

 人○児童施設通所　4,140人

 【利用者延べ人数】○訪問系サービス
 　1,324人○入・通所系サービス　8,861

 人○児童施設通所　3,282人

 【利用者延べ人数】○訪問系サービス
 　1,432人○入・通所系サービス　8,327

 人○児童施設通所　2,310人

 【利用者述べ人数】○訪問系サービス
 　1,277人○入・通所系サービス　9,004

 人○児童施設通所　2,666人

040300-069-01

040300-070

障がい者福祉総合システム
借上等事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

03

内部管理事務

障がい福祉サービスの支給決定等の事務処理を円滑に行い、効率
的なサービス提供を図る。福祉総合システムの機器及びソフト借上
げ。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、児
童福祉法

北上市障がい者プラ
ン’15 4,582

障がい者福祉総合システ
ム借上等事業

職員 福祉総合システム端末９台 福祉総合システム端末９台 福祉総合システム端末８台 福祉総合システム端末８台040300-070-01

040300-071

介護給付費等の支給に関す
る審査会運営事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

障害者総合支援法による介護給付費等の支給を受けようとする者が
適正なサービスが受けられるよう、障害支援区分について審査する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 7,272

平成18年度

介護給付費等の支給に関
する審査会運営事業

障がい者 審査会開催　12回　審査件数151件　審
査員７人

 審査会開催　12回　審査件数164件
 （仮）　審査員　７人

  審査会開催　12回審査件数　150件審
査員　7人

  審査会開催　12回審査件数　　145件審
査員　　　　７人

040300-071-01

040300-074

障害者等相談員設置事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

相談窓口等の充実を図る。窓口で相談を受けたり、福祉サービスを
利用するための障害支援区分認定調査や審査会に係る業務を行う
相談員を設置する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障害者等相談
員設置規則

北上市障がい者プラ
ン’15 2,177

平成18年度

障害者等相談員設置事業

障がい者   相談員　1名訪問調査　62件窓口相談
　1,059件

 相談員　2名　訪問調査　54件、窓口相
談　1,666件

  相談員　1名訪問調査　44件窓口相談
　1,067件

  相談員　1名相談支援件数　0件訪問調
 査　44件窓口相談　1,093件

040300-074-01

040300-075

移動支援事業費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

04

負担金・補助金（義
務）

外出のための支援を行うことにより、地域における自立生活及び社会
参加の促進を図る。社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等
の社会参加の際に、ガイドヘルパー等が付添い、移動中の介護を行
う事業の実施に要する経費に対し補助金を交付する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市障害者等移動支
援事業費補助金交付
要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 2,809

平成18年度
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評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

移動支援事業費補助金

屋外での移動が困
難な障がい児・者

実利用者14人 実利用者13人 実利用者　20人 実利用者18人040300-075-01

040300-076

地域活動支援センター事業
費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

04

負担金・補助金（義
務）

障がい者等を通わせ、創作活動又は生産活動の機会の提供、社会と
の交流の促進等の便宜を供与し、もって障がい者等の地域生活支援
の促進を図る。地域活動支援センターにおいて、創作活動又は生産
活動の機会の提供、社会との交流の促進、機能訓練、社会的適応訓
練、入浴等のサービスを提供した場合に要した経費に対し補助する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、北
上市障害者地域活動
支援センター事業費補
助金交付要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 12,884

平成18年度

地域活動支援センター事
業費補助金

障がい者・児  実施事業所　９か所延利用者数　1,100
件

 実施事業所　７か所延利用者数　1,199
件

 実施事業所　７か所延利用者数　1,230
人

 実施事業所　６か所延利用者数　3,507
人

040300-076-01

040300-077

日中一時支援事業費補助
金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

障がい者等の一時預かりを行い、介護家族の就労支援及び一時的
な休息等を図る。障がい者等の日中における活動の場を確保し、見
守り、社会に適応するための訓練、移動や排せつの介護等を行う事
業の実施に要する経費に対し補助金を交付する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、北
上市障害者等日中一
時支援事業費補助金
交付要綱

北上市障がい者プラ
ン’15 14,734

平成18年度

日中一時支援事業費補助
金

障がい者等とその
家族

実施事業所数14か所　利用人数54人 実施事業所数14か所　利用人数66人  実施事業所数　11か所利用実人数　68
人

 実施事業所数　12か所実利用人数　67
人

040300-077-01

040300-078

自立支援協議会運営事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者相談の運営・評価をはじめ、地域の関係機関によるネット
ワークを構築し、障がい者のニーズに合わせた支援体制をつくる。福
祉事業所や当事者団体の代表者及び関係機関の職員により構成す
る協議会を設置し、障がい者の相談支援に関わる運営評価、困難事
例の検討、各ライフステージにおける課題の検討、福祉施策の提言、
障がい者プランの策定・推進・進捗状況確認などを行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 12,419

平成18年度

自立支援協議会運営事業

身体・知的・精神障
がい者

 ・代表者会議１回（委員19名）・運営員会
  開催２回・専門部会開催19回・ワーキン

 ググループ開催38回（グループ数９）

 ・代表者会議２回（委員19名）・運営員会
  開催２回・専門部会開催20回・ワーキン

 ググループ開催29回（グループ数７）

 ・代表者会議開催３回（委員19人）・運営
  委員会開催３回・専門部会開催20回・

ワーキンググループ開催22回（グループ
 数９）・障がい者プラン策定

 ・代表者会議開催２回（委員19人）・運営
  委員会開催２回・専門部会開催19回・

ワーキンググループ開催28回（グループ
数10）

040300-078-01

040300-079

障がい者等生活支援事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者の日常生活の質的向上を図り、社会復帰を支援するため、
日常生活上必要な訓練・指導等（講座、教室の開催）や本人活動支
援を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 597

平成19年度

障がい者等生活支援事業

障がい者（児） ・視覚障害者生活訓練教室：3回開催、
 延べ参加者数15人・ろうあ者日曜教室：
 1回、参加者数19人・聴覚障害者生活訓

練教室：全9回開催、延参加者数124人

・視覚障害者生活訓練教室：3回開催、
 延べ参加者数14人・ろうあ者日曜教室：
 1回、参加者数26人・聴覚障害者生活訓

練教室：全9回開催、延参加者数122人

・視覚障害者生活訓練教室：3回開催、
 延べ参加者数10人・ろうあ者日曜教室：
 1回、参加者数26人・聴覚障害者生活訓

練教室：全9回開催、延参加者数120人

・視覚障害者生活訓練教室：3回開催、
 延べ参加者数10人・ろうあ者日曜教室：
 1回、参加者数20人・聴覚障害者生活訓

練教室：全9回開催、延参加者数116人

040300-079-01

040300-083

精神障がい者保健福祉手
帳等交付業務

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

精神障害者が必要なサービスを受けられこと、医療が必要な者が適
正な医療を受け、継続することを目的とする。①精神障害者保健福祉
手帳の申請受付、進達、交付事務②自立支援医療（精神通院）支給
認定申請受付、進達、申請者への受給者証の送付事務

一般 法定受託事務

精神保健福祉法、障害
者総合支援法

北上市障がい者プラ
ン’15 7,609

平成14年度

精神障害者保健福祉手帳
等交付業務

精神障がい者  ・障害者手帳申請数　457件・自立支援
医療（精神通院）支給認定申請数
　2,237件　

 ・障害者手帳申請数　492件（仮）・自立
支援医療（精神通院）支給認定申請数
　2,300件（仮）

 ・障害者手帳申請数　417件・自立支援
医療（精神通院）支給認定申請数
　2,007件

 ・障害者手帳申請数　404件・自立支援
医療（精神通院）支給認定申請数
　1,826件

040300-083-01
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評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

040300-085

障がい者理解促進研修・啓
発事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

05

ソフト事業（任意）

障がい者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障
壁」を除去するため、障がい者等の理解を深める研修、啓発を通じて
地域住民への働きかけを強化することにより、共生社会の実現を図
る。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

障害者総合支援法、発
達障害者支援法、障害
者基本法、障害者差別
解消法

北上市障がい者プラ
ン’15 1,822

平成21年度

障がい者理解促進研修・
啓発事業

障がい者等、障が
い者等の家族、支
援関係者及び一般
市民

 ・学習会１回、参加者20名・講演会１回、
参加者139名

・講演会１回、参加者185名  ・学習会１回、参加者79名・講演会１回、
参加者84名

 ・学習会１回、参加者74名・講演会１回、
参加者347名

040300-085-01

040300-091

療養介護医療給付事業

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

01

ソフト事業（義務）

長期入院による医療的ケアに加え、常時介護を必要とする障がい者
うち、ALS患者等気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行って
いる障害区分６の者、筋ジストロフィ患者又は重度心身障害者（区分
５以以上）に対し、病院において行われる機能訓練、療養上の管理、
看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の支援を行う。
療養介護のうち医療に係るもの。

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法 北上市障がい者プラ
ン’15 18,326

平成27年度

療養介護医療給付事業

長期入院による医
療的ケアに加え、
常時介護を必要と
する重度の障がい
者

実利用者19人 給付実人数17人 給付実人数17人 給付実人数16人040300-091-01

040300-092

障がい者福祉施設製品販
売店運営費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

障がい者福祉施設で生産した菓子類、農産物及び加工品等の販売
により、障がい者の工賃向上と施設の活動状況の啓蒙のため、市内
障がい者福祉施設とショッピングセンターが協力し施設製品の販売を
行っている施設製品販売店の運営安定化を図るため、補助金を支出
する。平成27～29年度までの３年間補助。平成30～32年度までの３
年間も補助継続（補助金額は徐々に減額）。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市障がい者プラ
ン’15 2,263

平成27年度

障がい者福祉施設製品販
売店運営費補助金

市内障がい者就労
支援事業所

運営費に対する補助金1,500,000円 運営費に対する補助金20,000,000円 運営費に対する補助金2,000,000円  運営費に対する補助金2,500,000円040300-092-01

040300-099

国県負担金等返還金

障がい福祉係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務）

事業費確定に基づく、負担金等において返還金がある場合の適切な
事務処理。①介護給付費国県負担金の過年度精算分、②障害児通
所給付費等国県負担金の過年度精算分、③障害者自立支援医療費
国県負担金の過年度精算分、④特別障害者手当等国庫負担金の過
年度精算分

一般 法令の実施義務（自治事務）

障害者総合支援法、児
童福祉法、特別児童扶
養手当等の支給に関
する法律

北上市障がい者プラ
ン’15 25,969

平成18年度

国県負担金等返還金

国、県  【平成30年度精算分】①特別障害者手
 当等給付費：国費299,168円②障害者

自立支援給付費：国費14,758,429円、
 県費7,379,214円③障害者自立支援医

療費：国費1,598,674円、県費772,987円

 【平成29年度精算分】①特別障害者手
 当等給付費：国費244,815円②障害者

自立支援給付費：国費1,416,215円、県
 費708,107円③障害者自立支援医療

 費：国費3,059,715円、県費1,391,192円
④障害者地域生活支援事業費補助金：
国費16,000円

 【平成28年度精算分】①障害者自立支
援給付費：国費8,617,794円、県費

 4,308,898円②障害児通所給付費：国庫
 584,246円、県費292,123円③障害者自

立支援医療費：国庫576,664円、県費
 288,332円④特別障害者手当等給付

費：国費171,930円

①障害児通所給付費（平成27年度)積
算分返還金　国庫：165,629円、県費：

 82,815円②特別障害者手当（Ｈ27年度）
精算分の返還金　国庫：223,125円

040300-099-01

040300-100

在宅超重症児等短期入所
事業費補助金

障がい福祉係01-02-04

障がい者の社会参加と自立
への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

医療的ケアが必要な在宅の超重症児（者）及び準超重症児（者）の介
護者のレスパイト（一時的休息）の機会を確保するため、受入先事業
所へ補助金を交付するもの。

一般 法令に特に定めのないもの

95

平成29年度

在宅超重症児等短期入所
事業費補助金

市民 実利用者１人 実利用者０人  申請者なし要綱制定040300-100-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

040300-151

こども療育センター維持・管
理業務

こども療育セ
ンター

01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

02

施設管理・維持補
修事業

こども療育センターの利用者が安全かつ快適に過ごせるよう、施設の
維持保全・管理運営する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

児童福祉法第21条の５
の18第２項

北上市障がい者プラ
ン’15 7,066

こども療育センター管理事
業

心身障がい児   ○清掃　毎日○施設警備　毎日○自動
 ドア保守点検　３回○消防設備等点検

  　２回○公用車車検　１台（H31.7）○そ
の他、燃料費・光熱水費・通信運搬費・
修繕料等

  ○清掃　毎日○施設警備　毎日○自動
 ドア保守点検　３回○消防設備等点検

  　２回○公用車車検　１台（H31.7）○そ
の他、燃料費・光熱水費・通信運搬費・
修繕料等

  ○清掃　毎日○施設警備　毎日○自動
 ドア保守点検　３回○消防設備等点検

 　２回○その他、燃料費・光熱水費・通
信運搬費等

  ○清掃　毎日○施設警備　毎日○自動
 ドア保守点検　３回○消防設備等点検

  　２回○その他、燃料費・光熱水費・通
信運搬費・修繕料等

040300-151-01

こども療育センター維持修
繕事業

心身障がい児040300-151-02

040300-153

こども療育センター補助業
務（臨時）

こども療育セ
ンター

01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

03

内部管理事務

こども療育センターの業務量の増加に対応するため、職員を増員し、
適切な業務実施体制を構築する。臨時職員を採用し、こども療育セン
ター業務（集団療育、保育園等巡回訪問、相談支援の補助等）にあた
らせる。

一般 法令に特に定めのないもの

1,940

こども療育センター補助業
務（臨時）

心身障がい児、市
内保育所等関係機
関

〇臨時職員　１人（４～２月）
 

　　　　　　　　１人（４月のみ）
 

　　　　　　　　

〇臨時職員　１人 ○臨時職員　１人 ○臨時職員　１人040300-153-01

040300-154

障がい児発達相談支援事
業

こども療育セ
ンター

01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

05

ソフト事業（任意）

心身に障がい又は発達の遅れのある児童に対し、その保護者と協力
して障がいの軽減と機能の発達を助長し、健やかな育成を図る。心
身に障がい又は発達の遅れのある児童及びその保護者の療育相談
等を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第10条第１
項第３号、発達障害者
支援法第３条・第５条
第３項・第６条

北上市障がい者プラン

13,869

平成4年度

障がい児発達相談支援事
業

心身障がい児  ○相談人数合計　延べ338人・療育相談
 （発達相談）　随時　延べ171人・運動発

 達相談 16回 延べ47人・ことばの相談 
 18回 延べ54人・医療相談・講話 6回 延

 べ66人（運動発達相談及びことばの相
談には児童発達支援事業のリハビリ教

 室の81人を含む）○学齢児支援　4回　
 延べ44人○保護者交流会　随時開催62

回延べ474人

 ○相談人数合計　延べ303人・療育相談
 （発達相談）　随時　延べ166人・運動発

 達相談 16回 延べ48人・ことばの相談 
 16回 延べ52人・医療相談・講話 6回 延

 べ37人（運動発達相談及びことばの相
談には児童発達支援事業のリハビリ教

 室の86人を含む）○学齢児支援　4回　
 延べ47人○保護者交流会　随時開催65

回延べ473人

 ○相談人数合計　延べ349人・療育相談
 （発達相談）　随時　延べ181人・運動発

 達相談 16回 延べ48人・ことばの相談 
 12回 延べ52人・医療相談・講話 6回 延

 べ68人（運動発達相談及びことばの相
談には児童発達支援事業のリハビリ教

 室の88人を含む）○学齢児支援　4回　
 延べ60人○保護者交流会　随時開催81

回延べ591人

 ○相談人数合計　延べ368人・療育相談
 （発達相談）　随時　延べ210人・運動発

 達相談 16回 延べ47人・ことばの相談 
 17回 延べ52人・医療相談・講話 6回 延

 べ59人（運動発達相談及びことばの相
談には児童発達支援事業のリハビリ教
室の70人含む）学齢児支援　4回　延べ

 64人○保護者交流会　随時開催　87回
　延べ813人

040300-154-01

040300-155

障がい児発達地域支援事
業

こども療育セ
ンター

01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

05

ソフト事業（任意）

心身に障がい又は発達の遅れのある児童に対し、関係機関と協力し
て障がいの軽減と機能の発達を助長し、健やかな育成を図る。心身
に障がい又は発達の遅れのある児童の在園する保育園・幼稚園等を
訪問し、保育・療育に必要な知識や技術について指導・助言する。ま
た、支援関係者等を対象とした研修会を開催するほか、保護者の特
別支援学級等の見学を支援する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第10条第１
項第３号、発達障害者
支援法第３条

北上市障がい者プラン

14,036

平成4年度

障がい児発達地域支援事
業

心身障がい児、市
内保育所等関係機
関

 ○保育園等巡回訪問　107回　対象児
  延べ人数　300人　○研修会　3回　参加

者延べ人数　139人（センター研修会　3
 回、その他随時）　○学校見学　見学学

  校数12校　参加者延べ人数　45人

 ○保育園等巡回訪問　125回　対象児
  延べ人数　352人○研修会　2回　参加

者延べ人数　142人（センター研修会　2
 回、その他随時）○学校見学　見学学校

 数12校　参加者延べ人数　39人

 ○保育園等巡回訪問　135回　対象児
  延べ人数　371人○研修会　2回　参加

者延べ人数　198人（センター研修会　2
 回、その他随時）○学校見学　見学学校

 数12校　参加者延べ人数　44人

 ○保育園等巡回訪問　140回　対象児
  延べ人数　402人○研修会　4回　参加

者延べ人数　151人（センター研修会　2
回、公立幼稚園支援担当者研修会　2

  回）○学校見学　見学学校数　10校　参
加者延べ人数　46人

040300-155-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

040300-156

児童発達支援事業

こども療育セ
ンター

01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

05

ソフト事業（任意）

心身に障がい又は発達の遅れのある児童に対し、その保護者と協力
して障がいの軽減と機能の発達を助長し、健やかな育成を図る。心
身に障がい又は発達の遅れのある児童が施設に通所し、日常生活
における基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練等を行い、健
やかな育成を図る。どんぐり教室（未就園児）、たけのこ教室（就園
児）、リハビリ教室（運動・ことば）の実施。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第21条の５
の15～第21条の５の
27、発達障害者支援法
第３条第２項

北上市障がい者プラン

26,486

平成4年度

児童発達支援事業

心身障がい児  ○利用者延べ人数合計　2,735人・どん
ぐり教室　延べ1,543人・たけのこ教室　

 延べ1,192人（うちリハビリ教室　延べ81
人）

 ○利用者延べ人数合計　2,412人・どん
ぐり教室　延べ1,171人・たけのこ教室　

 延べ1,241人（うちリハビリ教室　延べ86
人）

 ○利用者延べ人数合計　2,733人・どん
ぐり教室　延べ1,473人・たけのこ教室　

 延べ1,260人（うちリハビリ教室　延べ88
人）

 ○利用者延べ人数合計　2,962人・どん
ぐり教室　延べ1,553人・たけのこ教室　

 延べ1,409人（うちリハビリ教室　延べ82
人）

040300-156-01

040300-157

訪問療育事業

こども療育セ
ンター

01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

05

ソフト事業（任意）

重度の障がい児に対し、その保護者と協力して、障がいの軽減と機
能の発達を助長し、健やかな育成を図る。外出が困難な重度の障が
い児の家庭を訪問し、療育を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第10条第１
項第３号

北上市障がい者プラン

平成11年度

訪問療育事業

重度心身障がい児 〇訪問療育　実人数０人　延べ人数０人 〇訪問療育　実人数０人　延べ人数０人 ○訪問療育　実人数０人　延べ０人 ○訪問療育　実人数0人　延べ0人040300-157-01

040300-158

こども療育センター備品購
入事業

こども療育セ
ンター

01-01-05

保護や支援を要する児童へ
のきめ細かな取り組みの推
進

07

施設等整備事業

こども療育センターの良好な療育環境を整備する。施設の老朽化して
いる備品や遊具を更新・購入する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

児童福祉法第21条の５
の18第２項

北上市障がい者プラン

206

こども療育センター備品購
入事業

心身障がい児 ○備品購入　１件（業務用掃除機１台） ○備品購入　0件 ○備品購入　１件（こども用テーブル２
台）

○備品購入　２件（こども用テーブル２
台、新版Ｋ式発達検査用具１式）

040300-158-01

040300-201

要保護者等相談業務

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

要保護世帯の相談にのり、関係機関等との連携を図りながら助言を
行うことにより、要保護世帯の自立助長を図る｡要保護者の自立助長
のための相談及び助言。

一般 法定受託事務

生活保護法

14,966

要保護者等相談業務

要保護者  ○相談件数：359件　○保護申請件数：
81件

 ○相談件数：447件　○保護申請件数：
87件

 ○相談件数　426件○保護申請件数
  　108件　※３月19日現在　　　　　

 ○相談件数　　　　　　432件○保護申請
 件数　　　114件　　　　　

040300-201-01

040300-202

生活保護業務

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

被保護世帯の最低限度の生活を保障するとともに、家庭訪問による
面接相談や関係先への調査を行うことにより被保護者の生活状況を
把握し、助言・指導を行い、自立助長を図る。

一般 法定受託事務

生活保護法

989,101

生活保護業務

被保護者  ○年度平均保護世帯数：562世帯　○年
 度平均保護人員数：720人　○勤労収入

増による廃止：10件

 ○年度平均保護世帯数：563世帯　○年
 度平均保護人員数：734人　○勤労収入

増による廃止：10件

   ○年度平均の保護世帯数　569世帯○
  年度平均の保護人員746人○勤労収入
 増による廃止 16世帯※２月末現在

  ○年度平均の保護世帯数　　564世帯
  ○年度平均の保護人員　　　 752人○

 勤労収入増による廃止　　  17世帯

040300-202-01

040300-203

就労支援員設置事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

就労可能な被保護者等に対し就労支援することにより、被保護世帯
等の自立助長を図る。就労支援員が被保護者等からの求職相談に
応じ、求人情報を提供するとともに、ハローワークとの連携により効果
的な支援を行い、被保護者等の就労及び自立について指導助言す
る。

一般 法令の実施義務（自治事務）

生活保護法

2,591

平成19年度

就労支援員設置事業

就労可能な被保護
者及び母子家庭。

 ○支援対象者実人員：48人　○被保護
者就労実人員：23人

 ○支援対象者実人員：38人　○被保護
者就労実人員：26人

  ○支援対象者　　45人○被保護者就労
 実人員　　30人

  ○支援対象者　　　　　　　40人○被保護
 者就労実人員　26人

040300-203-01
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

040300-227

生活保護業務等国庫負担
金返還金

生活保護係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務）

補助金、負担金の確定に伴う返還金。①セーフティネット支援対策等
事業費補助金の確定に伴う返還（26年度分）、②生活保護費等国庫
負担金の確定に伴う返還（27年度分）。

一般 法定受託事務

生活保護法

49,218

生活保護業務国庫負担金
返還金

国庫 ○平成30年度生活保護費等国庫負担
 金の確定に伴う返還金生活扶助費等

 11,671千円医療扶助費等37,089千円介
護扶助費等は5,468千円追加交付

○平成29年度生活保護費等国庫負担
 金の確定に伴う返還金生活扶助費等

   32,584千円介護扶助費等1,918千円医
療扶助費等は21,318千円追加交付

○平成28年度生活保護費等国庫負担
 金の確定に伴う返還金生活扶助費等

 60,516千円医療扶助費等6,548千円

○平成27年度生活保護費等国庫負担
 金の確定に伴う返還金　生活扶助等　　

  33,296千円　医療扶助等　－42,488千
  円　介護扶助等　　－1,301千円※生活

扶助等のみの返還、他は追加交付見込
み

040300-227-01

生活困窮者自立支援事業
（過年度精算）

国庫 ○平成30年度生活困窮者自立支援事
  業国庫負担金の確定に伴う返還金　0円

○平成29年度生活困窮者自立支援事
  業国庫負担金の確定に伴う返還金　956

千円

○平成28年度生活困窮者自立支援事
  業国庫負担金の確定に伴う返還金　613

千円

○平成27年度生活困窮者自立支援事
業国庫負担金の確定に伴う返還金
 

　376,047円

040300-227-02

生活困窮者就労準備支援
事業（過年度精算）

国庫 ○平成30年度生活困窮者就労準備支
援事業等国庫補助金の確定に伴う返還
金183千円

○平成29年度生活困窮者就労準備支
援事業等国庫補助金の確定に伴う返還

 金　61千円

○平成28年度生活困窮者就労準備支
援事業等国庫補助金の確定に伴う返還

 金　225千円

○平成27年度生活困窮者就労準備支
援事業等国庫補助金の確定に伴う返還

 金　309,000円

040300-227-03

040300-228

生活困窮者自立支援事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対し、困窮状態から早期
に脱却することを支援するため、関係機関との連携による包括的か
つ継続的な相談支援等を実施する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

生活困窮者自立支援
法 15,068

生活困窮者自立支援事業

生活困窮者  ○自立相談支援事業　　相談件数
 　　　　202件　　プラン作成件数　41件

 ○自立相談支援事業　　相談件数
   　　　　197件　　プラン作成件数　28件

※2月末現在

 ○自立相談支援事業　　相談件数
 　　　　185件　　プラン作成件数　25件

 ○自立相談支援事業　　相談件数
   　　　　165件　　プラン作成件数　23件

※就労準備支援事業、家計相談支援事
業は新規事業で表示

040300-228-01

040300-231

生活困窮者就労準備支援
事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

05

ソフト事業（任意）

生活困窮者自立相談支援事業による支援対象者のうち、直ちに就労
することが困難な者について、生活自立、社会自立に向けた支援、就
労自立に向けた実践的な支援など、一般就労に従事する準備として
の基礎能力の形成を計画的かつ一貫して支援するもの。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

生活困窮者自立支援
法 3,357

生活困窮者就労準備支援
事業

生活困窮者  ○就労準備支援事業　　対象件数
　　　　10件

 ○就労準備支援事業　　対象件数
　　　　３件

 ○就労準備支援事業　　対象件数
　　　　2件

 ○就労準備支援事業　　対象件数
　　　　3件

040300-231-01

040300-232

生活困窮者家計相談支援
事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

05

ソフト事業（任意）

生活困窮者自立相談支援事業による支援対象者のうち、家計に問題
を抱える者からの相談に応じ、相談者とともに家計の状況を明らかに
して生活の再生に向けた意欲を引き出した上で、家計の視点から必
要な情報提供や専門的な助言・指導等を行うことにより、相談者自身
の家計を管理する力を高め、早期に生活が再生されることを支援す
るもの。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

生活困窮者自立支援
法 3,491

生活困窮者家計相談支援
事業

生活困窮者  ○家計相談支援事業　　対象件数
　　　　16件

 ○家計相談支援事業　　対象件数
　　　　20件

 ○家計相談支援事業　　対象件数
　　　　12件

 ○家計相談支援事業　　対象件数
　　　　6件

040300-232-01

040300-233

子どもの学習支援事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

05

ソフト事業（任意）

生活に困窮している世帯の子どもが、本人の意思に基づき、進学が
できるよう学習ボランティアによる学習会の開催により学力の向上を
支援しするとともに学習支援員の家庭訪問等による保護者への相談
支援及び高等学校進学者の中退防止支援を行う。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

生活困窮者自立支援
法 2,877

平成30年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

子どもの学習支援事業

生活困窮世帯の児
童・生徒

 登録者数小学生28人　中学生12人　計
  40人　参加延人数389人（48回開催）訪

問支援26回

 登録者数小学生23人　中学生21人　計
  43人　参加延人数459人（48回開催）訪

問支援：相談５名

040300-233-01

040300-235

子どもの居場所づくり開設
支援補助金

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

食事の提供と学習支援等を行う子ども居場所の新規開設に要する経
費及び既存の子ども食堂が行う学習やレクリエーション等の機能強
化に必要な経費に対して補助を行う。

一般 法令に特に定めのないもの

1,581

子どもの居場所づくり開設
支援補助金

１件　436,000円040300-235-01

040300-236

被保護者健康管理支援事
業準備事業

生活保護係01-02-05

生活困窮者への支援

05

ソフト事業（任意）

令和３年１月から必須事業化される「被保護者健康管理支援事業」を
円滑に施行するため、必要なデータ収集などの準備作業を実施す
る。

一般 法令に特に定めのないもの

生活保護法

4,210

平成31年度

被保護者健康管理支援事
業準備事業

被保護者 レセプトデータ分析業務委託：1回040300-236-01

040300-300

地域福祉基金積立金

社会福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

地域福祉目的の寄付金を地域福祉基金へ積み立てるもの一般 法令に特に定めのないもの

1,096

地域福祉基金積立金

要援護高齢者、障
がい（児）者

 一般寄付　1,020,150円積立（令和元年
分）

 一般寄付　3,023,000円積立（平成30年
分）

 一般寄付　2,064,250円積立（平成28年
 分　1,040,713円平成29年分　1,023,537

円）

○ふるさと応援寄付　145,643,501円040300-300-01

040300-301

民生委員、児童委員活動事
業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

民生委員・児童委員が活動を展開するため、各種研修等の充実を図
り、必要な知識・技術等を習得し、委員の資質向上に努める。民生児
童委員協議会、委員への支援及び協力

一般 法令の実施義務（自治事務）

民生委員法、民生委員
法施行令、児童福祉法 6,752

民生委員、児童委員活動
事業

民生委員・児童委
員

 ・民生児童委員206人・地区民児協会議
 延べ開催回数120回・相談・支援件数 

 5,728件・調査・実態把握等活動件数 
 40,446件・訪問連絡調整回数 64,634回

 

 ・民生児童委員201人・地区民児協会議
 延べ開催回数120回・相談・支援件数 

 10,000件（仮）・調査・実態把握等活動
 件数 41,000件（仮）・訪問連絡調整回数

  70,000回（仮）・活動日数 37,000日
（仮）

 ・民生児童委員201人・地区民児協会議
 延べ開催回数121回・相談・支援件数 

 6,945件・調査・実態把握等活動件数 
 37,229件・訪問連絡調整回数 63,814回

 

  （仮）・民生児童委員　201人・地区民児
 協会議延べ開催回数120回・相談・支援

 件数 10,000件・調査・実態把握等活動
 件数 41,000件・訪問連絡調整回数

 　70,000回・活動日数 37,000日

040300-301-01

040300-302

北上市民生児童委員協議
会運営費補助金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

市民に幸福感をもって生きがいのある人生を送ってもらえること。民
生委員児童委員協議会及び委員活動への補助

一般 法令に特に定めのないもの

民生委員法 北上市地域福祉計画

15,963

北上市民生児童委員協議
会運営費補助金

民生委員・児童委
員

・民生児童委員 206人（R1.12.1一斉改
 選より５名増）・活動内容（住民の相談・

支援、地域の実態調査・把握、各種研
 修会の開催及び参加）・委員活動費、地

区民児協活動費の交付

 ・民生児童委員 201人・活動内容（住民
の相談・支援、地域の実態調査・把握、

 各種研修会の開催及び参加）・委員活
動費、地区民児協活動費の交付

 ・民生児童委員 201人・活動内容（住民
の相談・支援、地域の実態調査・把握、

 各種研修会の開催及び参加）・委員活
動費、地区民児協活動費の交付

 ・民生児童委員 201人・活動内容（住民
の相談・支援、地域の実態調査・把握、

 各種研修会の開催及び参加）・委員活
動費、地区民児協活動費の交付

040300-302-01

040300-303

北上市民生委員推薦会

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

民生委員・児童委員の一斉改選に伴い、推薦基準により推薦者を決
定し、県に対して進達を行う。一斉改選に伴う民生委員・児童委員の
推薦

一般 法令の実施義務（自治事務）

民生委員法

1,814
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

北上市民生委員推薦会

推薦会委員  ・推薦委員委嘱 ７人（任期３年）・推薦会
開催回数 ４回（一斉改選に伴う開催）

 ・推薦委員委嘱 ７人（任期３年）・委員長
 選任、職務代理者指定・途中退任者の

 補充に係る推薦会（開催回数２回）

 ・推薦委員委嘱 ７人（任期３年）・途中退
任者の補充に係る推薦会（開催回数２
回）

 ・推薦委員委嘱 ７人（任期３年）・委員長
 選任、職務代理者指定・推薦会開催回

数 ６回（一斉改選に伴う開催６回）

040300-303-01

040300-304

献血推進事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

市民の博愛精神をはぐくみ、ボランティアが増え、自然に行われるよ
うな社会を作る。献血制度の推進、普及啓発と献血者の確保

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

安全な血液製剤の安
定供給の確保等に関
する法律（血液法）

2,037

献血推進事業

献血協力者  ◆全血献血 2,347人・協力事業所（官公
庁含み）54社

 ◆全血献血 2,235人・協力事業所（官公
庁含み）50社

 ◆全血献血 2,275人・協力事業所（官公
 庁含み）55社・協力学校３校

 ◆全血献血 2,324人・協力事業所（官公
 庁含み）81社・協力学校４校

040300-304-01

040300-306

日赤岩手県支部北上市地
区事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

世界の平和と人類の福祉に貢献するために、一般活動資金及び法
人活動資金の募集を行う。各種団体への支援及び協力（事務局を受
け持ち）

一般 法令の努力義務（自治事務）

1,909

日赤岩手県支部北上市地
区事業

社員、各種団体の
会員

 ・一般活動資金　10,633,238円・法人活
動資金額　2,854,500円

 ・一般活動資金　10,681,309円・法人活
動資金額　2,849,000円

 ・一般活動資金　10,708,060円・法人活
動資金額　2,729,403円

 ・一般社資金額 12,000,000円・法人社
資金額  3,000,000円

040300-306-01

040300-307

戦傷病者戦没者遺族等援
護事業（戦没者追悼）

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

国の国家補償の精神に基づき、戦没者遺族等の援護と処遇の改善
を図る。戦傷病者戦没者遺族等の年金請求事務、手帳交付、補装具
交付、特別弔慰金、特別給付金関係請求

一般 法令の実施義務（自治事務）

恩給法、戦傷病者戦没
者遺族等援護法、戦傷
病者特別援護法

941

戦傷病者戦没者遺族等援
護事業（戦没者追悼）

戦傷病者及び戦没
者の遺族等

 ・特別給付金請求事務・北上西和賀地
 区戦没者追悼式の開催・戦没者追悼行

事への参列等（岩手県戦没者追悼式、
市内各地区戦没者追悼式等）

 ・戦没妻特別給付金請求事務・第10回
 特別弔慰金請求・交付事務・北上西和

 賀地区戦没者追悼式の開催・戦没者追
悼行事への参列等（岩手県戦没者追悼
式、市内各地区戦没者追悼式等）

 ・戦没妻特別給付金請求事務・第10回
 特別弔慰金請求事務・北上西和賀地区
 戦没者追悼式の開催・戦没者追悼行事

への参列等（岩手県戦没者追悼式、市
内各地区戦没者追悼式等）

 ・戦没妻特別給付金請求事務・第10回
 特別弔慰金請求事務・北上西和賀地区
 戦没者追悼式の開催・戦没者追悼行事

への参列等（岩手県戦没者追悼式、市
内各地区戦没者追悼式等）

040300-307-01

040300-308

遺族会運営費補助金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

戦争のない平和な国の大切さを訴えること。遺族会会員の活動への
援助

一般 法令に特に定めのないもの

206

遺族会運営費補助金

遺族会会員  ・戦没者追悼式への協力及び参列・戦
没者遺児による慰霊友好親善事業への

 参加・遺族相互の援護及び研修

 ・戦没者追悼式への協力及び参列・戦
没者遺児による慰霊友好親善事業への

 参加・遺族相互の援護及び研修

 ・戦没者追悼式への協力及び参列・戦
没者遺児による慰霊友好親善事業への

 参加・遺族相互の援護及び研修

 ・戦没者追悼式への協力及び参列・戦
没者遺児による慰霊友好親善事業への

 参加・遺族相互の援護及び研修

040300-308-01

040300-309

行旅病人、行旅死亡人等取
扱事業

社会福祉係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

無縁仏等の適正管理と市民生活の安定。無縁仏の管理等への報酬
及び行旅人等が死亡した際の一連の処理、行旅人等が来北した際
に、旅費及び食事代を貸与

一般 法令の実施義務（自治事務）

行旅病人及び行旅死
亡人取扱法 1,689

行旅病人、行旅死亡人等
取扱事業

行旅病人及び行旅
死亡人、無縁仏

   ・無縁墓の管理・行旅人旅費貸付・無縁
仏及び行旅死亡人火葬３件取り扱い

  ・無縁仏21体の管理・行旅人旅費貸付    ・無縁仏21体の管理・行旅人旅費貸付・
無縁仏火葬２件取り扱い

 ・無縁仏21体の管理・行旅人旅費貸付
（仮）

040300-309-01

040300-310

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

社会福祉係07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

関係法令の周知。北朝鮮拉致に関する窓口対応（拉致に係る人権、
全体的支援対策を除く）

一般 法令の実施義務（自治事務）

北朝鮮当局によって拉
致された被害者等の支
援に関する法律
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

拉致被害者 関係法令等の周知 関係法令等の周知 関係法令等の周知 関係法令等の周知040300-310-01

040300-311

社会福祉法人指導監督事
業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

市内でのみ社会福祉事業を行う社会福祉法人に関する所轄庁事務
として、認可等事務、指導監査のほか、各種相談に対する指導・助言
等を行う。

一般 法令の実施義務（自治事務）

社会福祉法

3,406

社会福祉法人指導監督事
業

市内でのみ社会福
祉事業を行う社会
福祉法人

・計算書類等及び財産目録の受理、点
 検、県への提供　15法人・指導監査（一

 般監査）　５法人・定款変更認可等

・計算書類等及び財産目録の受理、点
 検、県への提供　15法人・指導監査（一

 般監査）　５法人・定款変更認可等

・計算書類等及び財産目録の受理、点
 検、県への提供　14法人・指導監査（一

 般監査）　５法人・新規法人の認可事務
 　１法人・定款変更認可等　５件

 ・社会福祉法人一般監査 ７法人・現況
 報告書の受理・点検 14法人・社会福祉

法改正に伴う社会福祉法人定款変更の
認可14法人

040300-311-01

040300-312

社会福祉統計事業

社会福祉係07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

行政の実態を数量的に把握して、国及び地方公共団体の社会福祉
行政運営のための基礎資料を得る。福祉行政報告例、民生児童委
員活動実績報告、厚生労働省の国民生活基礎調査・所得調査等の
統計調査

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方自治法、社会福祉
関係諸法 687

社会福祉統計事業

市民 福祉行政報告例の総括（報告は各担当
 係において処理）・民生児童委員活動

 実績報告 年１回・国民生活基礎調査の
実施 1カ所

福祉行政報告例の総括（報告は各担当
 係において処理）・民生児童委員活動

 実績報告 年１回・国民生活基礎調査の
実施 １カ所

・福祉行政報告例の総括（報告は各担
 当係において処理）・民生児童委員活

 動実績報告 年１回・国民生活基礎調査
の実施 １カ所

・福祉行政報告例の総括（報告は各担
 当係において処理）・民生児童委員活

 動実績報告 年１回・国民生活基礎調査
の実施 ３カ所

040300-312-01

040300-314

保健福祉の概要

社会福祉係07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

前年における保健福祉分野の業務に関する結果及び成果をまとめた
行政資料として、「保健福祉の概要」を編集し発行する。

一般 法令に特に定めのないもの

763

福祉の概要

市関係課等 資料収集、編集、発行 資料収集、編集、発行 ３月16日発行 １月31日発行040300-314-01

040300-315

北上市地域福祉計画策定
事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

社会福祉の推進のため、地域福祉計画に関する事項についての一
体的かつ総合的計画（災害時要援護者避難支援計画含む）を策定す

 るもの。地域福祉懇談会において、意見を聴取している。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

社会福祉法 北上市地域福祉計画

北上市地域福祉計画策定
事業

市民 地域福祉懇談会14カ所   計画策定業務・策定委員会３回・検討委
  員会２回・地域福祉懇談会14カ所・関係

 機関会議９回・アンケート調査対象者
 1,300人・グループインタビュー14団体

141人

・策定委員会実施なし　・地域4福祉懇
談会8カ所30名

 ・策定委員会２回・地域福祉懇談会５か
所×２名

040300-315-01

040300-316

地区民生委員推薦委員会
事務費交付金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

一斉改選時に、地区民生委員推薦委員会にて候補者を決定する。平
成26年度は民生児童委員一斉改選の年ではないため候補者推薦の
ための地区民生委員推薦委員会開催の事務費は交付しない。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市民生委員推薦
会 100

地区民生委員推薦委員会
事務費交付金

地区民生委員推薦
委員会(10地区)

・地区民生委員推薦委員会会長会議 １
 回・一斉改選にかかる地区民生委員推

薦委員会事務費の交付 10,000円×10
地区

・平成30年度実施なし ・平成29年度実施なし ・地区民生委員推進委員会会長会議 １
 回・一斉改選にかかる地区民生委員推

薦委員会事務費の交付 10地区

040300-316-01

040300-317

避難行動要支援者登録事
業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

災害時等に一人で避難することが困難な要介護者や障がいのある避
難行動要支援者に対して、自主防災組織、消防団、民生委員、地域
支援者等地域の方々が連携して支援を行う。日頃の見守りや地域の

 実情にあった、地域ぐるみでの避難支援体制を整える。対象者には
情報提供同意確認書を送付し、情報提供に同意する者の同意者名
簿を作成する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

避難行動要支援者名
 簿登録要綱、避難行動

要支援者登録事業

 北上市地域福祉計画　
北上市地域防災計画 9,574
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

避難行動要支援者登録事
業

高齢者、障がい者
等

・避難行動要支援者名簿作成（3,111
   人）・同意書送付（989人）・避難行動要

支援者同意者名簿登録数 1,196人　地
域支援者設定者数748人。・避難支援プ

 ラン作成者数1,071人・名簿提供：民生
委員206人、自主防災組織110組織、消
防団64団、社会福祉協議会、北上警察
署　合計　382か所

・避難行動要支援者名簿作成（3,093
  人）・同意書送付（1,685人）・避難行動

要支援者同意者名簿登録　新規346
  人、登録抹消164人。・名簿提供：民生

委員201人、自主防災組織110組織、消
防団64団、社会福祉協議会、北上警察
署　合計　377か所

・避難行動要支援者名簿作成（3,007
  人）・同意書送付（2,389人）・避難行動

要支援者同意者名簿登録　新規212
   人、登録抹消171人。・名簿提供：民生

委員200人、自主防災組織110組織、消
防団64団、社会福祉協議会、北上警察
署　合計　376か所

・避難行動要支援者全体名簿作成
  （3,196名）・同意書送付（2,126名）・災害

時要援護者台帳登録者1,108件、登録
 抹消225件、・台帳配布民生委員200

人、自主防災組織93か所、社会福祉協
議会、消防組合、消防防災係。合計286
か所

040300-317-01

040300-318

災害救助法事務

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

被災者の保護と市民生活の保全を図る。災害弔慰金の支給、被災者
の住宅援助（家賃相当額の補助）

一般 法令に特に定めのないもの

災害救助法事務

被災者 実績なし 実績なし 実績なし 実績なし040300-318-01

040300-319

災害援護資金貸付金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

災害救助法が適用された災害により、住宅等の損害を受けた世帯主
へ生活再建のための資金の貸付をする。住宅の半壊、全壊等の被

 害を受けた世帯主（世帯の所得制限基準による）への貸付。東日本
大震災の場合は、返済据置期間６年。

一般 法令の実施義務（自治事務）

災害弔慰金の支給等
に関する法律、北上市
災害弔慰金の支給条
例、同規則

763

平成22年度

災害援護資金貸付事務

災害救助法による
救助が行われた自
然災害により、住宅
等の損害を受けた
世帯主

償還事務１名２件  償還事務平成30年度から1名2件の償還
開始

 償還事務該当なし（※平成30年度から１
名２件）貸付なし

償還事務該当なし040300-319-01

040300-321

災害援護資金等貸付金利
子補給補助金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

被災者の経済的負担の軽減を図るため、災害援護資金や生活復興
支援資金の貸付を受けた方の利子額について、申請により補助す
る。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市東日本大震災
災害援護資金等貸付
金利子補給補助金交
付要綱

384

災害援護資金等貸付金利
子補給補助金

市民 利子補給補助１名 子補給補助対象者4名 利子補助１件2,760円 申請なし040300-321-01

040300-344

震災避難者支援事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

震災避難者支援事業（きたかみ絆便の発送、災害公営住宅コミュニ
ティ支援等）を実施するもの。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市東日本大震災
広域避難者支援指針 5,170

震災避難者支援事業

市内避難者、避難
者コミュニティ

きたかみ絆便12回・相談対応83件・情報
共有会議2回・避難者アンケート実施1
回・雇用促進住宅堤ヶ丘集会所訪問44
回・関係者会議11回・周辺自治会意見
交換会5回・交流会2回・入居者集会等2
回

きたかみ絆便12回・相談対応28件・情報
共有会議4回・避難者アンケート実施1
回・雇用促進住宅堤ヶ丘集会所訪問92
回・関係者会議6回・周辺役員事前説明
会1回

きたかみ絆便12回・訪問アンケート１回・
意見交換会１回・打合せ2回

・きたかみ絆便　13回040300-344-01

040300-347

災害救助に関する国県負担
金等返還金

社会福祉係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務）

事業費確定に基づく、国県負担金等において返還金がある場合の適
切な事務処理。①災害救助費繰替支弁金交付金の過年度精算分

一般 法令に特に定めのないもの平成29年度
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フルコスト(千円)

評価事業/政策体系ｺｰﾄﾞ

評価事業名称

担当係事業開始年度

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
令和1年度事業量 平成30年度事業量 平成29年度事業量 平成28年度事業量

災害救助に関する国県負
担金等返還金

国、県 ・平成28年台風10号災害に係る返還金
　14千円

040300-347-01

040300-350

ボランティア活動事業費補
助金

社会福祉係01-04-02

地域福祉を担う人材の育成

06

負担金・補助金（任
意・ソフト事業）

啓発活動や研修を通して多くの市民がボランティア活動に参加、主体
的に活動を展開できるようにする。また、実践者の活動の充実強化が
図られる。ボランティア活動への補助

一般 法令に特に定めのないもの

724

平成3年度

ボランティア活動事業費補
助金

市民、高齢者等  ・個人登録158人・中高生ボランティア講
 座(3日間13人)・キャップハンディ体験活

 動（小学生等15回延679人）・ハウスク
リーニング（８地区11回59世帯、小中学
生等558人)

 ・個人登録150人・中高生ボランティア講
 座(2日間延18人)・キャップハンディ体験

 活動（小学生等14回延800人）・ハウスク
リーニング（８地区10回70世帯、小中学
生等延664人)

 ・個人登録141人・中高生ボランティア講
 座(３回66人)・車いす修理ボランティア

（14台）・ハウスクリーニング（８地区10回
61世帯、小中学生等述べ628人)

 ・個人登録140人・中高生ボランティア講
 座(２回27人)・キャップハンディ体験活動

 （小学生等13回661人）・ハウスクリーニ
ング（８地区10回92世帯、小中学生等述
べ785人)

040300-350-01

040300-353

沿岸被災者支援事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

東日本大震災による市内への避難者に対し、防災ラジオを支給する
もの

一般 法令に特に定めのないもの

1,698

沿岸被災者支援事業

東日本大震災によ
り市内へ避難して
いる世帯

防災ラジオ支給83世帯040300-353-01

040300-354

震災避難者支援事業（過年
度精算）

社会福祉係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務）

被災者支援総合交付金の精算に係る返還金一般 （未入力）

492
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